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１　施策の目的と指標
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2　指標等の推移

※【評価】　○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％）　×；目標を未達成

施策マネジメントシート（令和3年度目標達成度評価）
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自動車メーカーの安全対策や事故防止活動などによ
り全国的に交通事故は減少しており、合志市におい
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自動車メーカーの安全対策や事故防止活動などによ
り全国的に交通事故は減少しており、合志市におい
ても減少しています。

自動車メーカーの安全対策や事故防止活動などによ
り全国的に交通事故は減少しており、合志市におい
ても減少しています。
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施策主管課

意図市民、市内道路の利用者
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交通安全対策の推進

交通事故にあわない、起こさないようにする

事務事業数



３　施策の特性・状況変化・住民意見等
①施策の基本方針

施策マネジメントシート（令和3年度目標達成度評価） シート２ 施策16：交通安全対策の推進

・市民や熊本北合志警察署をはじめとする関係機関と連携した交通安全運動に取り組み、特に高齢者や子どもに
対する交通安全教育や交通安全対策を推進します。

②協働によるまちづくりの具体策（施策における市民と行政の役割分担）

B

交通事故死亡者数の成り行き値は、平成30年の現状値１人を基準に令和５年まで横ばいで推移すると設定し
ました。 目標値は、交通安全教育の徹底、交通安全施設の充実、警察との連携強化によるシートベルト、ヘ
ルメットの着用、免許自主返納の呼びかけなど、徹底して実施することにより死亡者を0 人にすると設定しまし
た。

・市民は、交通安全に関する意識を高め、交通法規を遵守します。
・市民、団体は、小中学校児童生徒の登下校中の見守りや指導を行います。
・市民、地域は、生垣等が交通の障害とならないよう歩道や道路へのはみ出しを防止します。
・事業所は、社用車の安全運行に努めるとともに社員の交通安全意識の向上を図ります。

行政の役割（市がやるべきこと）
・市は、交通安全教室の開催や啓発活動を行い交通安全意識の向上を図ります。
・市は、交通安全に関する環境の整備を行います。
・市は、熊本北合志警察署をはじめとする関係機関と連携し、交通安全運動、交通安全対策を推進します。

※成果指標の目標値設定とその根拠(上段)・成果指標の測定企画(下段)

A

交通事故発生件数の成り行き値は、ここ数年交通事故発生件数が減少傾向にあるものの、今後も人口は増
加することが見込まれることから、平成30年の現状値とほぼ増減はないものと見込み令和５年までの数値を
175件としました。 目標値は、地域の人たちによる交通安全ボランティアの取り組みの促進、交通安全教育の
実施、交通安全施設の整備充実、警察との連携強化による交通規制の強化を図ることで、減少できると考え
ますが、人口、交通量の増加を考慮に入れ、毎年５件の減を目標に令和５年の目標値を150件と設定しまし
た。

市民（事業所、地域、団体）の役割

C

市民が第1 当事者となった県内での交通事故発生件数（人口1 万人あたり）の成り行き値については、平成30
年の現状値とほぼ増減はないものと見込み令和５年までの数値を29件としました。 目標値は、交通事故件数
の減少、人口、交通量の増加を考慮に入れ、毎年１ 件の減を目標に令和５年の目標値を25件と設定しまし
た。



③施策の現状（第２期計画策定当初）と今後の状況変化

④この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

４　施策の評価
①施策の振り返り（施策の方針、経営方針の達成度等）

・高齢者の歩行中や運転中の交通事故が増加しています。
・朝夕の通勤時に渋滞を避け、生活道路内を速度超過で通過する車があります。
・交通法規を守らない運転者、歩行者がいます。
・消えかかって認識しづらい道路標識や横断歩道、区画線など引き直しの要望が増加しています。

（令和3年度（令和2年度振り返り）の施策評価における議会意見）
・生活道路でのゾーン３０、ハンプ設置の拡大推進を図ること。
・『事故多発交差点』など危険個所を分かりやすく示すことで、事故の未然防止に取り組むこと。
・交通安全教室や交通指導を通じ、地域・児童生徒・PTA・学校の意識向上に取り組むこと。
・高齢者ドライバーの免許返納者への支援（特典）と返納後移動支援についてメニューを増やすこと。

（令和3年度（令和2年度振り返り）の施策評価における総合政策審議会意見）
・地域の見守りの充実を図り、子どもの通学路の安全に努めること。
・企業や学校等へ交通安全啓発を行うこと。
・道路環境の整備や安全性能機能を整備した車の利用を推進すること。

※　経営方針からの振り返り、貢献度評価の上位の事務事業を記載
（1）令和３年度経営方針からの振り返りは以下のとおりです。

①「高齢者や子どもの事故防止に向けた啓発を行います。」については、コロナ禍により幼児・小・中学生を対象とした
交通安全教室等の開催依頼が減少しており、DVD等の媒体による啓発を増やし対応しました。

②「関係課及び警察署と連携し、環境の変化に対応した交通安全対策を推進します。」については、横断歩道や停
止線等で対応できない案件に対し、横断指導線や停止指導線・カラー舗装等で対応しました。

③「必要に応じた交通安全施設（カーブミラーや停止線）等の新設・維持管理を行い安全性の向上に努めます。」に
ついては、各区等からの新設・維持管理の要望に対し、速やかに現地を確認し対応しました。

➃「高齢者に対する免許返納制度の周知に努めます。」については、広報紙やホームページ等を活用し周知・啓発に
努めました。

（２）事務事業貢献度評価の結果では、令和3年度施策の成果を向上させるために貢献した事業としては、交通安全
啓発事業、交通安全施設設置事業があげられました。

施策マネジメントシート（令和3年度目標達成度評価） 施策16：交通安全対策の推進シート３



②施策の課題（令和3年度の施策の振り返りから見る課題）

５　施策の令和3年度結果に対する審査結果
①政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて令和4年7月22日）

②総合政策審議会での指摘事項（令和４年８月４日、８月１０日、８月２２日のまとめ）

③議会の行政評価における指摘事項（令和4年9月6日）

６　次年度に向けた取り組み方針
〇政策推進本部　令和5年度合志市経営方針（令和4年10月3日）

・死亡事故ゼロを目指して、各種団体の協力のもと更に意識を高める啓発を強化すること。
・ゾーン30等の交通規制やカラー舗装による路面標示など、地域や学校と連携し、現地に即した交通安全施設の
整備と交通安全対策を進めること。
・引き続き交通安全出前講座等により、高齢者の事故防止に向けた啓発を強化するとともに、免許証返納制度に
ついての周知に取り組むこと。

・人口増加に対応するインフラ整備を迅速に進めること
・学生の交通安全の確保を行うこと
・市内の交通量又は一時的な交通量の削減を促進すること
・ドライバーの意識向上に努めること

・合志市交通安全計画に示された対策の着実な実現に努めること。
・道路などの危険箇所の点検を強化するとともに、住民からの危険箇所等の情報提供を受け入れる体制を検討す
ること。
・高校生の自転車マナーや、高齢ドライバーの交通安全対策をさまざまな角度から見直し、交通事故を防止するこ
と。

①高齢者や児童・生徒への出前講座や交通安全教室を活用し、事故防止に向けた啓発を行なうとともに、ドライ
バーへの交通安全意識を徹底するため、広報･啓発活動に努めます。
②学校関係者や見守り組織、区･自治会などと調整し、地域の実情に即した交通安全施設の整備に取り組むととも
に、警察や関係機関と連携し、通学路点検や危険個所の情報を共有することにより、通学路の安全強化を図りま
す。
③高齢者の事故防止対策として運転免許自主返納に関する支援制度を丁寧に説明するとともに、ＳＮＳ等を活用
し自転車運転マナーの啓発に努めます。

施策16：交通安全対策の推進施策マネジメントシート（令和3年度目標達成度評価） シート４

・高齢者及び児童・生徒へのDVD等による啓発用媒体の貸し出し体制の構築が必要です。
・警察や関係各課と連携し、危険な交差点や事故多発地点の検証が必要です。
・高齢者ドライバーの事故防止の観点から、運転免許返納の周知・啓発が必要です。


